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研究成果の概要（和文）：本研究においては、長期的な無居住化が生物相に与える影響を理解するための場とし
ての「廃村」に着目し、日本各地において長期間無居住化した集落を対象にチョウ類相の調査を行い、付近の集
落との比較を行った。その結果、多くの草原性、市街地性、農地性のチョウ類に対して無居住化が強い負の影響
を受けた一方、森林性の種に対する正の効果は限定的であった。この結果をもとに、形質ベースアプローチを応
用した種多様性に対する無居住化影響の広域評価を行ったところ、種多様性に対する正負の効果には比較的高い
空間的な相関がみられたが、平地と山地の境界域において負の効果が特に大きいことが分かった。

研究成果の概要（英文）：We studied composition of butterfly community in abandoned settlements to 
clarify long-term effects of depopulation. The results showed that many butterflies of grassland, 
urban area and agricultural area suffered strong negative effects of depopulation, but the positive 
effects on forest butterflies were limited. Then, we applied trait-based approach to scale up the 
results of the study to national scale evaluation. Pattern of total negative and positive effect of 
depopulation on species diversity had moderately high correlation, but only negative effect bounded 
up in boundary area of flatland and mountainous areas.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、今後進行する人口減少および無居住化の先に、どのような生物多様性の変化が起こるのかを予測した
挑戦的な試みである。その結果、数十年スケールの無居住化では二次的自然の生物が失われ、森林性の生物の回
復は限定的という、保全上望ましくない事態が広域で起こることが予測された。また、無居住化の影響の地理的
パターンは、種ごとの無居住化に対する感受性の地理的差異よりも、地域ごとのメタ群集を構成する種の生息地
特性の組成の方が重要な要因であることが明らかとなった。この結果は、将来の人口減少に伴う土地利用の再編
などに際する影響評価などに幅広く利用することが可能である。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
多くの先進国ではすでに人口減少時代が到来しており、日本においては 2050 年には現居住
地域の 20％が無居住化すると予測されている。生物多様性や生態系機能の面から見ると、土地
の管理放棄は脅威としてみなされることもあれば(Garnier et al. 2006, Takeuchi et al. 2012)、
人為的インパクトから解放されることによる生態系復元の好機とみなされることもある
(Secretariat of the Convention on Biological Diversity 2014)。これまでの研究で土地の管理
放棄が種多様性に与える効果は状況依存性が高く、管理放棄により種多様性が上昇する場合と
低下する場合のいずれもあることが知られている。そのような状況依存性を生じる要因として
気候条件の関与が予想されている(Queiroz et al. 2014)が、幅広い気候帯で管理放棄の影響を比
較可能な形で検証した研究はほとんどない。 
人口減少および管理放棄と密接なかかわりを持つ分類群としてチョウ類が挙げられる。チョ
ウ類は全種数の約 30%(70種)がレッドリストにランクされているが、その中には人間活動とか
かわりの深い草原性と疎林性の種や、森林環境に生息する種がどちらも含まれる。今後数十年
スケールにわたって人口減少と管理放棄が広域で進行すれば、「現在ありふれた種がいつの間に
かいなくなる」といった事態や、またその逆に「人為的関与の低下により予期せぬ種が分布拡
大する」という事が起こるなど、全国的な生物相変化が起こる可能性が高い。気候条件は管理
放棄の影響の状況依存性に空間的なトレンドをもたらし、それは必要とされる保全策に直結す
る。したがって、それを明らかにすることは自然共生型の国土利用計画を構築する上で非常に
重要である。 

 
２．研究の目的 
本研究では、数十年スケールの無居住化・管理放棄の結果を現在に伝える場としての「廃村」
に着目し、そのチョウ類相を日本各地で調査し、付近の有人集落と比較する。それにより、①
種ごとに放棄年数の効果を明らかにするとともに、②放棄年数の効果が気象条件によって変化
しうるかどうかを明らかにする。そして、③その結果をもとに、管理放棄によって種多様性が
上昇する地域、低下する地域を全国地図化する。 

 
３．研究の方法 
日本各地の無居住化集落と有人集落を含
む地域を 18 地域選定し、そこに含まれる集
落においてチョウ類のセンサス調査を実施
した(図 1)。全ての地域で無居住化集落は 34
カ所、有人集落は 30 カ所となった。無居住
化集落の無居住化してからの経過年数は 8年
～53年の幅をもつが、28カ所の集落は 20年
～50年の間に含まれた。蝶類群集は季節変動
が大きく、調査時期が出現する種組成や頻度
に影響を与える可能性がある。調査時期の効
果を共変量として考慮し、注目する無居住化
および気候の効果をバイアスなく推定する
ため、5 地域で時期を変えて調査を 2 度行っ
た。各集落の全体にできるだけ偏りなく調査
地点を設定し、各調査地点において 5 分間、
出現した蝶の種を目視で確認して種名を記
録用紙に記載した。調査地点の数は各集落の
空間的な広がりを考慮して 10∼16回反復して実施した。集落ごとのチョウ類各種の出現頻度と
無居住化の関係を、年平均気温との交互作用および地域差を考慮した一般化線形混合モデルに
より明らかにした。その際、無居住化の指標として無居住化後年数と無居住化の有無の二値変
数のどちらが重要かを明らかにするためにベイズモデルに使用可能なモデル選択基準 WBIC に
よる変数選択を行った。そこで採用された変数について、係数と種ごとの生息地特性の関係を
推定し、生息地特性から種ごとの無居住化影響を予測した。その結果とチョウ類の広域分布図
(Kasada et al. 2017)を組み合わせ、3次メッシュ単位で無居住化が種多様性に与える正負の影
響それぞれの大きさを地図化した。 
 
４．研究成果 
 WBIC によるモデル選択の結果、無居住化後年数よりも無居住化後の有無の方がチョウ類の出
現頻度をよく説明できることが明らかになった。このことは、無居住化後 10 年程度の短い期間
で速やかにチョウ類の組成が変化し、その後数十年スケールでは準安定状態となることを示し
ている。出現した 52 種のうち、13 種が無居住化に対して負の効果を示していたのに対し、正
の効果が検出されたのは 5種にとどまっていた。また、無居住化と年平均気温の関係が明らか
な種はわずかであった。生息地特性ごとに見ると、市街地、公園、農地、草地の種の無居住化
影響の大きさの平均値の 95%信用区間は負であったが、森林性の種は 0 をまたいでいた。この
ような無居住化による負の効果の卓越は、管理放棄により食草となる植物の衰退によって生じ

図 1 調査対象地域 



たと考えられる。農地や住宅周辺の定期的な草刈により背丈の低い草本植物が維持されてきた
が、無居住化によりススキなど一部の草本植物が繁茂した結果、それらの植物に依存するチョ
ウ類の多くが衰退したと考えられる。また、ススキの繁茂により吸蜜源となる植物の多様性の
低下が生じ、それもチョウ類の多様性に負の
効果をもたらしたと考えられる。一方で、森
林・林縁性の種については、元来多様な景観
要素からなる農村景観においては生息地が
存在しており、さらに無居住化後数十年程度
では森林性の植物の拡大や多様性の回復は
限られていたため、限られた種しか増加がみ
られなかったと考えられる。広域評価の結果、
無居住化の正の効果と負の効果は相関が比
較的高く(r = 0.64)、これは国内におけるチ
ョウ類のα多様性の地域差に起因すると考
えられた。無居住化の負の効果は正の効果に
比べてオーダーが 1つ大きく、どの場所にお
いても負の効果が卓越するという結果とな
った。平地と山地の境界域において負の効果
が特に大きいことが分かった(図 1,2)。無居
住化が種多様性に与える影響の大きさを評
価するには、歴史的な土地利用や気候変動の
履歴により形成された生物群集がもつ種特
性の偏りを考慮することが重要であると考
えられる。 
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